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１．競輪が目指すべき方向

競輪のメジャー化競輪のメジャー化

第５６回日本選手権競輪
決勝戦・ゴールイン直後

優勝選手を迎えるファン

国民の広い層が参加できる
「健全娯楽」「健全娯楽」へ

○社会的認知度の向上 ○競技の「国際化」

○競輪の活性化－お客様が楽しめる競輪の実現

競輪選手がアテネ五輪で

銀メダルを獲得

１

本年２月に移転オープン

新・松山競輪場

２００８年新装オープンに向け全面改修中

いわき平競輪場完成予想図



がんじがらめの特殊法人ではなく、自らの判断で事業を機動的に実施できる
公益性のある民間組織に（公益法人化）

２．組織のあり方

２

日本自転車振興会に求められる役割

①公益性

・競走の適正化、不正競走の排除など、公正で円滑な競輪の実施のための役割
・全国的な視野に立った公平な補助事業の実施

②競輪の中核組織としてのリーダーシップ

競輪の中核組織として強いリーダーシップを発揮し、施行者協議会・自転車競技会・競輪選手会
等の関係団体と協調しつつ､競輪事業の活性化と経営基盤の強化に向けて様々な施策を講じる。

③アイデアを活かした事業や機動的な事業の実施で、競輪を活性化

例えば､競技演出のエンターテイメント性を高めた新しいスタイルの競輪で競技の魅力アップ
　　　海外のトップレーサーを出場させる等、競輪の国際化の推進
　　　スター選手の発掘・育成に向けた選手養成課程の弾力的な見直し
　　　情報技術の進歩に合わせた新たな車券購入ツールの開発でファンの利便性向上

④日本自転車振興会自身の経営改革

柔軟な組織編成や予算編成で経営改革を推進。
例えば､経営に精通した外部人材を登用して、競輪経営のコンサルティングに
　　　前もって予想できないニーズに即応した補助金交付が可能に



２．組織のあり方

３

これらの役割を機動的かつ柔軟に果たせるよう、
目的と業務内容を自転車競技法に明示した

公益法人であることが望ましい。

　全く別個の競技であるオートレースと統合しても、合理化できるのは総務部門などごく一部に限られ、
効果は限定的。他方、オートレースとは、ライバルとして競い合う関係。統合により同一の組織で両方の
振興を図ることは、弊害が大きく、困難。

　オートレースとの統合により競輪の売上がオートレースの運営に用いられる懸念があるなどから、競
輪施行者は明確に反対の意思表示をしており、また、競輪を支えるファンの理解を得ることは困難。

　日本小型自動車振興会との統合は、するべきではない。

①公益性

②競輪の中核組織としてのリーダーシップ

③アイデアを活かした事業や機動的な事業の実施で、競輪を活性化

④日本自転車振興会自身の経営改革

○統合について



日本自転車振興会への交付金は、社会還元の財源として､ギャンブルである競輪が広く社会に
受け入れられ、健全な娯楽・レジャーとして発展していく上で、重要な役割を果たしている。

日本自転車振興会補助事業の役割

３．補助事業のより一層の透明性・公平性の向上

４

愛・地球博会場で使用されたゴンドラ

（財）２００５年日本国際博覧会協会

オリンピック日本代表選手団の派遣

（財）日本オリンピック委員会

自転車安全基準

（社）自転車協会

盲導犬育成訓練施設の整備

各地の盲導犬協会

巡回母子検診指導車

（社）全国保険センター連合会ほか

東京国際映画祭の開催

（財）東京国際映像文化振興会

医療機器の整備

日本赤十字社、（財）癌研究会、（福）恩賜財団済生会ほか
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３．補助事業のより一層の透明性・公平性の向上

補助事業は、競輪の社会貢献・社会認知の柱。
補助金交付に当たって審査や評価のプロセスを充実させ､
より一層の透明性・公平性の向上を図る。

外部監査法人の活用第三者委員会による一貫したチェックで客観性の向上

（改革案）

５

あっ！
こんなところにも



※棒グラフ＝車券売上額（単位：億円）

　 折れ線グラフ＝車券購入者数（単位：万人）
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○参考１　競輪の概況

６

平成１７年１１月１日現在

①競輪施行者　　　　５８施行者（６府県、４６市、１村、５一部事務組合）

②競輪場　　　　　　４７ヶ所

③専用場外車券売場　４５ヶ所

④競輪選手　　　　　３，７３５人（Ｓ級１班・２班、Ａ級１班～３班）

⑤競輪関係団体　　　（社）全国競輪施行者協議会

　　　　　　　　　　　　　　　自転車競技会全国協議会

　　　　　　　　　　　　　　　（社）日本競輪選手会

　　　　　　　　　　　　　　　全国競輪場施設協会

車券売上額と車券購入者数



７

○参考２　日本自転車振興会の合理化の概況

交付金収入の推移（単位：億円）
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※折れ線グラフ＝車券売上額（左目盛）　棒グラフ＝交付金（右目盛）

役職員人件費の合理化の概況

平成１１年４月１日　　　　　　２０４人

平成１３年４月１日　　　　　　１８７人

平成１５年４月１日　　　　　　１６９人

平成１７年４月１日　　　　　　１５６人

職員数の推移

組織の合理化

平成１４年度より、組織のスリム化と業務の効率的・機
動的な遂行のため、２３課２室を１８課３室に整理

その他の主な合理化の概況

事務所縮小で借室料約１７％削減（平成１４年度）

情報システムの運用分担金約２０％削減（平成１６年度）

出張旅費支給基準を見直し、出張旅費約２３％削減　　　　　　
　（平成１６年度）

年度 主　な　実　施　内　容

○役員本俸月額約5.8～12.4％引下げ

○役員退職手当の算定率のうち「100分の36以内の割合を乗
　じて得た額」を「100分の28以内の割合を乗じて得た額」
　に引下げ

○職員本俸・諸手当を見直し、年収ベースで約7%の引下げ

○職員退職手当を約20%引下げ

○役員本俸月額を1.2%引下げ

○職員本俸月額を1.1％引下げ

○役員退職手当の算定率のうち「100分の28以内の割合を乗
　じて得た額」を「100分の12.5の割合を乗じて得た額」に
　引下げ

14

15
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○参考３　補助事業の状況

機械工業振興補助事業・補助金額の推移（単位：億円）

公益振興補助事業・補助金額の推移（単位：億円）

※折れ線グラフ＝車券売上額（左目盛）　棒グラフ＝補助金（右目盛）
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